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１．はじめに
　著しい環境変化のもとで，組織は目標達成のためにさまざまな活動を行う
が，その中でも，目標達成を支援するコントロール・メカニズムの確立は基軸
であり，重要である。しかも，組織においてコントロールは多様かつ多元的で
ある。だが近年，組織におけるコントロール研究は低迷しているのが現状であ
る。大月（2012）は，こうした組織コントロール研究の低迷原因について次の
２つの問題点を指摘している。第１は，コントロール概念の多様性問題である。
従来の研究では，コントロールの重点が「是正措置」，「影響プロセス」，「目的
関数の最大化策」などに置かれており，研究領域としての共通の基盤が形成さ
れていない，という点である。第２は，組織コントロール現象の拡散および複
雑化の問題である。環境変化に伴い，コントロール現象の範囲が組織内部から
組織外部へと拡大していく一方，組織間の提携やネットワーク現象が起こり，
単一組織を研究対象としてきた伝統的な見方では説明しきれない状況が生じた
のである。とはいえ，組織コントロール研究の重要性が失われたわけではない。
なぜなら，組織は存続を図る事業活動を達成するために持続的なコントロール
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が要求されるからである。
　コントロールは「（組織内の）組織目標を達成させるために，個人やグルー
プの努力を向かわせるプロセス（Eisenhardt, 1985；Flamholtz et al., 1985；
Jaworski, 1988；Ouchi, 1977, 1979）」として体系化されてきた。歴史的には，
組織と個人の間における利害が異なるという前提のもと，正当性のあるフォー
マル・コントロールが主要研究対象であった。このような伝統的なコントロー
ル論では，組織目標を達成するコントロール手段として，正当なルールと標準
化された手続き，組織構造，ヒエラルキー，報酬システムといった組織メンバー
にとっての外的な影響メカニズムや制裁措置が取り上げられている。
　しかし実際は，個々人にとって過度なコントロール・メカニズム，つまり職
務の細分化や標準化の促進，厳格なコントロール強制などは，組織の柔軟性を
妨げる要因となりかねない。今日，存続するために柔軟性や創造性を確保する
必要がある組織においては，20世紀前半とは異なったコントロールのあり方が
模索されつつある。そこで近年の研究では，フォーマル・コントロールだけで
なく，信念コントロール（Simons, 1995），階層的コントロール（Peterson, 
1984），文化的コントロール（Ouchi, 1980），規範的コントロール（Martin et 
al., 1998）のようなインフォーマル・コントロールの重要性も徐々に認識され
るようになったのである。
　現実の組織においてフォーマル・コントロールとインフォーマル・コント
ロールのメカニズムは，相互排他的ではなく並存していると考えられる
（Ouchi, 1979）。たとえば，自動車メーカーの工場レベルの組織をみれば，マニュ
アル化されたフォーマル・コントロールの側面と意図せざる問題に対応するソ
フト・コントロールの側面がある。そこで実際に重要になるのは，組織目標達
成のために有効なコントロール・メカニズムがフォーマルなものか，それとも
インフォーマルなものかを決定づける要因が何であるかである。
　また従来のコントロール研究は，その大半が組織よりも自己の利益を優先す
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る人間観を前提に，リーダーとマネジャーといったコントロールする側（con-
troller）の視点に基づくものであった。だが，組織目標達成の実現に向けて組
織メンバーを方向づけるには，コントロールされる側（controllee）のモチベー
ションという新たな視点からコントロール問題を考察する必要があろう。
　そこで本稿では，組織コントロールのあり方について，コントロール対象で
ある従業員の行動に焦点を絞り，新たにアイデンティティ志向という概念を導
入し，それが有効な組織コントロールを規定する要因として機能することを明
らかにするとともに，組織内の多様な個人行動とそのモチベーションとの関係
について検討したい。
　以下ではまず，既存の組織コントロール研究を概観し，その問題点を明確に
した上で，アイデンティティ志向概念を手がかりに，コントロール対象である
個人行動のモチベーションとの関連について検討する。そして，組織メンバー
のアイデンティティ志向と組織コントロールの関係についての仮説を演繹的に
提示する。
２．先行研究のレビュー
2. 1.　組織コントロールの捉え方
　基本的にコントロールは，「組織目標を達成させる方法もしくはプロセス
（Jaworski, 1988；Flamholtz et al., 1985；Eisenhardt, 1985；Ouchi, 1977, 
1979；Tompkins & Cheney, 1985）」または「組織目標を達成させるために，
マネジャーが組織メンバーを動機づけるプロセス（Jaeger & Baliga, 1985；
Merchant, 1988；Ouchi, 1977, 1979；Snell, 1992）」として広義に捉えられてき
た。他方，多様な観点から狭義のコントロールが論じられてきた。たとえば，
「ヒエラルキーに基づく権限システムを通じてルールを作り出し，監視するこ
と（Weber, 1947；Blau & Scott, 1962）」，「組織における個人間の影響関係を
総和したもの（Tannenbaum, 1968）」，「組織の規範・ルール・目標に個人と集
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団をしたがわせ，問題発生を最小化すること（Tosi, 1983）」など，論者によっ
て想定する現象や定義も多様である。
　また従来のコントロール研究は，組織社会学的視点，管理論的視点，組織心
理学的視点という３つの視点で分類可能である（Flamgoltz et al., 1985）。組織
社会学的視点は，ルール，政策，権威などの構造的メカニズムによって組織全
体もしくは比較的に規模の大きい組織内集団をコントロールするといったマク
ロレベルの組織コントロールを想定しており，管理論的視点は，組織内個人や
部門の計画，測定，監督，評価，フィードバックのプロセスを通じたコントロー
ルを想定している。そして，組織心理学的視点は，主に個人あるいは集団もし
くは組織との関係における個人行動に焦点をあて，目標や基準の設定，内在
的・外在的報酬，対人関係によるコントロールを想定している。
　これら３つの視点における共通の特徴は，単一組織の内部要因が研究の対象
であった点である。しかし近年では，環境，他組織，外部ステークホルダーな
どとの関係をコントロールの対象とする研究も徐々に登場している。このこと
からして，コントロール現象は組織におけるコントロールと組織のコントロー
ルに分けられる（大月，2005, 2012）。組織におけるコントロールは，組織内の
各業務レベルを対象とする部分的なコントロールであり，組織のコントロール
は，組織を構成するあらゆる要素の全体的なコントロールおよび組織間とス
テークホルダーとの関係を対象とするコントロールといえる。伝統的なコント
ロール論では，組織におけるコントロールが主な研究対象であったが，組織を
取り巻く環境の変化とコントロール現象の複雑化とともに組織のコントロール
に関する研究も展開されるようになったのである。
　以上のように既存のコントロール研究では，組織コントロールといっても幅
広い観点から議論されてきた。それゆえ，コントロールの定義や構成概念そし
て分析対象も多様であり，十分なコンセンサスは得られていないのが現状であ
る。確かに，コントロールの狭義の定義に相違はみられるが，広義のコントロー
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ルについては共通理解が形成されているといえる。したがって，本稿ではコン
トロールを「組織の目標を達成させるプロセス」と捉えることにする。
2. 2.　コントロールの類型
　上述とは別の観点でみると，組織コントロールに関する先行研究では，コン
トロール対象，コントロール時点，コントロール手段などによってさまざまな
分類がなされている。だが，組織コントロールは複雑な構造をもっているため，
一部の側面を考慮した単なる類型論のみをもってその現象を説明するには限界
がある。そこで Cardinal et al（2010）は，前述のコントロール概念に対する
共通理解と既存研究での類型論を踏まえ，コントロール・メカニズム，コント
ロール・システム，コントロール・ターゲットに分けて整理し，それぞれの側
面を総合的に関連づけた概念化を試みている（図表１）。
　Cardinal 等によれば，コントロール・メカニズムは大きく分けて，フォーマ
 フォーマル・コントロールへの依存度
低 高
クラン型システム 統合型システム
FC IC FC IC
IT 低 高 IT 高 高高
BT 低 高 BT 高 高
OT 低 高 OT 高 高
市場型システム 官僚型システム
FC IC FC IC
IT 低 低 IT 高 低低
BT 低 低 BT 高 低
OT 高 高 OT 高 低
???????????????????
図表１．コントロール・コンフィギュレーション・モデル
出所：Cardinal et al., 2010, p. 63
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ル・コントロール（formal control: FC）とインフォーマル・コントロール
（informal control: IC）に区分される。FC には成文化されたルールや標準化さ
れた手続きのような制度上のメカニズムが含まれる。一方，IC には従業員の
行動を方向づける価値観，規範，信念が含まれる。また歴史的にみれば，初期
のコントロール論（Anthony, 1952；Barnard, 1938；Blau & Scott, 1962；Mer-
chant, 1985）では，「公式性（formality）」に基づく FC を中心とした議論が展
開されつつ，インフォーマルのロジックによる IC の重要性も認識されている。
さらに，近年の研究（Cardinal et al., 2004；Long et al., 2002；O’Reilly & Chat-
man, 1996；Sitkin & George, 2005）では，コントロール・メカニズムがフォー
マルな側面とインフォーマルな側面を同時にもつとする見方も増加している。
　コントロール・システムは，FC と IC のメカニズムが併用される複合的な
構築物であり，市場型，官僚型，クラン型コントロール・システムの３つの種
類がある。これら３つのコントロール・システムは，本来取引コスト理論を根
拠とする Ouchi（1980）による類型であり，パフォーマンスの曖昧性（perfor-
mance ambiguity）と目標の不一致（goal incongruence）の程度の組合せから
コントロールのタイプを識別したものである。この類型に対し，Cardinal 等は
FC と IC への依存度にコントロール・ターゲットを加え，既存コントロール
研究の統合を図っている。
　なおコントロール・ターゲットは，組織行動の転換プロセスまたは生産プロ
セスに着目し，その対象によってコントロールの類型を区別するものであり，
代表的な研究としては Ouchi（1977, 1980），Das（1989）が挙げられる。一般
的にこのようなターゲットには，インプット，行動，アウトプットの側面があ
るとされる。インプット・ターゲット（input target: IT）は物的および人的資
源をいかにして生産活動に投入するかという側面であり，プロセス・コント
ロールとも呼ばれる行動ターゲット（behavior target: BT）はある特定の状況
におけるプロセスや人間行動の側面であり，アウトプット・ターゲット（output 
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target: OT）は利益や顧客満足，生産量といった結果的な側面である。こうし
たコントロール・ターゲットの３側面，そしてフォーマルとインフォーマルか
らなるコントロール・メカニズムを軸にすると，コントロールはさらに６つの
メカニズム，すなわち FC-IT，FC-BT，FC-OT，IC-IT，IC-BT，IC-OT に細
分化できる。
　しかし，これまでの組織コントロールに関する実証研究は３つのターゲット
に対するフォーマル・メカニズムを用いたコントロールがその対象であったと
いえる。有効なコントロールとは何らかのかたちで組織目標の達成に寄与しな
ければならず，コントロールの結果と関連づける必要がある。そのため，既存
の実証研究のほとんどは測定可能な FC とその先行条件に焦点を合わせていた
と考えられる。たとえば，パフォーマンスが測定できる範囲（Ouchi, 1977），
タスクがプログラム化できる範囲（Eisenhardt, 1985），タスクの遂行に関わる
行動が観測できる範囲（Govindarajan & Fisher, 1990），観測された行動に対
する評価と報酬について組織が有する情報の範囲（Kirsh, 1996）のように，比
較的に測定・観測できる FC が組織内個人やグループ，そして組織に及ぼす影
響が分析対象となってきたのである。
2. 3.　組織コントロール論の未開拓領域と本稿の課題
　上述のように，組織コントロールは組織目標の達成に関わるものとして概念
化されてきた。また多くの研究では，組織目標達成を支援するコントロール手
段が提案され，フォーマルとインフォーマルなメカニズムのバランスを保ちな
がら従業員の行動をコントロールする必要性が指摘されている。
　だが，コントロール概念は組織が目標を達成するために組織メンバーを方向
づけ・動機づけるプロセスと捉えられてきたにも関わらず，従来の研究では有
効なコントロールの先行要因として組織と個人の関係やコントロールの対象で
ある従業員のモチベーションは十分に考慮されてこなかったといえる。その理
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由として考えられるのは次の３点である。第１の理由は，伝統的なコントロー
ル研究が組織内個人は組織よりもみずからの利害を優先すると仮定しているか
らである。第２の理由は，個人行動を組織目標に合わせて直接管理・制約する
側面が強調されてきたからである。そして第３の理由は，コントロールの当事
者または担い手としてマネジャーの観点に着眼点が置かれてきたからである。
　一方，組織と個人との関係を明らかにしてきた組織アイデンティティとアイ
デンティフィケーションの研究からみると，組織は組織メンバーの自己定義に
対して重要な役割を果たし（George & Chattopadhyay, 2005），組織の一員と
して得られる所属感やメンバーシップによって個人は自身の利益を犠牲にして
組織の利益を優先することも考えられる（Dutton et al., 1994；Pratt, 1998）。
しかしながら，いくつかの研究（George & Qian, 2010；Eisenhardt, 1985；
Kirsch, 1996）を除いては，コントロール現象を生じさせる規定要因として組
織内の個人と組織との関係や，個人の行動モチベーションを考察した研究はほ
とんど見当たらない。既存のコントロール研究では，組織の代理人としての経
営者，マネジャーなどに研究の着眼点が置かれており，従業員のようなコント
ロール対象の行動とその動因の観点は抜け落ちていたのである。
　この点に着目すると，組織コントロールのあり方はどうなるのだろうか。そ
のためには，個人行動を制約・監視するコントロールではなく，個人行動の動
因すなわちコントロール対象である従業員のモチベーションという観点から，
新たなコントロールのあり方を考察することが求められるのである。そこで本
稿では，コントロール対象としての人間行動に着目し，アイデンティティ志向
（identity orientation），すなわち人間がアイデンティティを確立する際の態度
や傾向という概念を手がかりに，組織における人間行動のモチベーションが有
効な組織コントロールの規定要因であることを明らかにしたい。
43組織コントロールの規定要因としてのアイデンティティ志向
155
３．個人行動の動因であるアイデンティティ
3. 1.　アイデンティティの構造
　ある主体が自分をどのようなものとして認識するか，あるいは他者からどの
ようにみられているかに関する自己概念・自己定義であるアイデンティティ
は，個々人の思考・態度・行動に影響を及ぼす。したがって，アイデンティティ
概念は組織と個人の関係や，組織の中の個人行動のモチベーションを理解する
決め手になると思われる。そこで以下では，アイデンティティ概念を用いて，
個人と組織の関係およびその中で従業員の行動がいかに形成されるかについて
検討してみる。
　通常，自己概念としてのアイデンティティは主観的な自己記述と自己評価か
ら成り立っており，こうした自己概念は，自己評価的な自己記述の総覧ではな
く，自己同一化（self-identification）と呼ばれ，詳細で範囲を限られた比較的
明確な布置をもち，構造化されたものである（Hogg & Abrams, 1988；邦訳，
pp. 23-24）。このような構造を示したのが図表２である。たとえば「社員」と
しての自己同一化は，「会社のために働く，会社に忠誠する，必要に応じては
会社のために犠牲する，勤勉的である，行事に参加する」などであり，図表２
からすると，その他にも息子として，友人として，英国人としての自己同一化
の内容が含まれる。Hogg & Abrams（1988）によれば，こうした自己同一化
の内容は相互排他的ではなく，一致する内容も矛盾する内容も混在しており，
それは自己概念が状況依存的な性質をもっているからである。
　さらにアイデンティティは主体的かつ個人的アイデンティティと客体的かつ
社会的アイデンティティによって構成されるといわれている（Mead, 1934；
Gergen, 1971；Tajfel & Turner, 1979；Turner, 1982）。個人的アイデンティ
ティは，親子関係・恋人関係・友人関係といった特定他者との関係から生ずる
自己記述であり，社会的アイデンティティは，国・人種・性別・宗教・大学・
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会社などといった集団や社会的カテゴリーのメンバーであることから生ずる自
己記述である（Hogg & Abrams, 1988；Tajfel, 1978）。そして，前者は対人的
行動と，後者は集団的行動と関わっており，時間と空間からなる環境によって
個人的もしくは社会的アイデンティティが顕在化し，行動の内容が決定される
ことになる。
　いうまでもなく，人は他の何者かでもない自分自身として，誰かの子供や友
人として，ある大学の卒業生や会社の従業員としての多重的な役割を有してお
り，そうした中で自己を定義づけ，行動するようになる（Tajfel & Turner, 
1986）。すなわち，このようにして人は，特定他者との対人関係から形成され
る個人的アイデンティティと，ある社会的カテゴリーの一員であるという認知
および知覚から形成される社会的アイデンティティを統合するアイデンティ
フィケーション過程を通じてアイデンティティを確立していくのである。
　このような自己概念の構造からすれば，組織コントロールを論じる際にとり
わけ重要なのは，個人と集団の関係や集団間および集団内行動に関わる社会的
アイデンティティである。また，社会的アイデンティティの方が組織のメン
バーシップと密接な関わりをもつため（Ashforth & Mael, 1989），組織コント
図表２．自己の構造
出典：Hogg & Abrams, 1988；邦訳，1995，p. 23
自己概念
アイデンティティ
確認
自己記述  生ぬるいビール，パブ，
情緒的ではない，犬，家は城，
王族，… 
お金の余裕を望んでいる，献身的，
若い母親のために子守をする  
個人的社会的
…Zの恋人Yの友人Xの息子…黒人教師英国人
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ロールとの関係を論じるには個人的アイデンティティよりも社会的アイデン
ティティが有効であると考えられる。
　社会的アイデンティティを研究対象とする社会的アイデンティティ論と自己
カテゴリー化理論では，個人は自己高揚（self-enhancement）と不確実性の削
減（uncertainty reduction）という２つの動機によって社会的アイデンティ
ティを維持・獲得しようとすると仮定される（Hogg & Abrams, 1988；Hogg 
et al., 2004；Tajfel & Turner, 1979, 1986）。これらの動機は，社会的アイデン
ティティの機能ともいい換えられる。
　自己高揚の動機は，属する集団を高く評価することでその集団のメンバーで
ある自身をもプラスに評価しようとすることをいう。たとえば，一流大学に入
学したいあるいは一流企業に入社したいといった個人の願望は，そうした集団
のメンバーである自分自身も一流であると評価するための根拠を求めることか
ら生ずる。同様に，一流企業に勤めている人は頭が良い，給料が高い，成功し
ている，悪いことをしない，といったような同一集団内の他のメンバーに対す
る世間の肯定的なイメージがその会社の従業員である自己の評価を高めること
に結びつくのである。
　不確実性削減の動機は，特定のカテゴリーの中に自分自身を位置づけること
で判断基準や行動範囲が明確になることをいう。その例として母親であり，日
本国籍をもつ医者を考えてみよう。彼女は母親，日本人，医者という社会的カ
テゴリーを拠り所にしたアイデンティティを有していると想定される。この場
合，母親としてどういう行動が期待されているか，医者として適切な行動は何
か，日本人としてどう行動すべきか，といった価値観や行動規範により，行う
べき行動が予測可能となり，不確実性は削減される。
　ある特定のカテゴリーの１つである集団にアイデンティフィケーションすれ
ば，そのカテゴリーに感情的な親密さを感じ，コミットすることで（Ellemers 
et al., 1999；Tajfel and Turner, 1986），他のカテゴリー内メンバーと共通の何
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かをもっていると知覚するようになる（Ashforth & Mael, 1989）。それはまた
自己高揚と不確実性の削減という動機によってもたらされる。このように集団
所属は，社会的アイデンティティ獲得や，集団行動および集団内行動の条件と
なるのである。
3. 2.　アイデンティティに基づく組織コントロール
　組織において効率的なコントロールが行われるためには，マネジャーのよう
なコントロールする側の視点だけでなく，従業員のようなコントロールされる
側の行動やそのモチベーションも考慮しなければならない。なぜなら，一般に
組織はさまざまな特性や行動のモチベーションをもつ個々人から構成され，そ
うした個々人の行動を理解し，多様なコントロール方法を用いて方向づけるに
はコントロールする側の視点のみでは十分ではないからである。しかしなが
ら，既存の組織コントロール研究ではこうした観点はほとんど考慮されてこな
かった。そこで George & Qian（2010）は，上記の問題意識を踏まえ，新しい
組織コントロールの形態としてアイデンティティに基づくコントロール（iden-
tity-based control: IBT）の可能性を主張した。
　George & Qian（2010）は，個人と組織が異なる利害をもつという先行研究
の仮定に疑問を呈し，コントロールを「組織と個人の目標および利害を調整す
るプロセス」と再定義した。また，組織の中でコントロールが混在しているこ
とは個人と組織の関係に起因するという想定のもと，アイデンティティが個人
行動の動因（motivator）であるとした。その際，社会的アイデンティティ論
と自己カテゴリゼーション論を理論的背景とする組織アイデンティフィケー
ション研究に依拠し，コントロール対象である個人のモチベーションの観点か
ら IBT を提案した。
　しかし，George & Qian（2010）の議論には次のような問題点があるといえ
る。まず，実際の個人のモチベーションはより複雑であるが，社会的アイデン
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ティティによる自己高揚と不確実性の削減の２つに限定して論じている点であ
る。さらに，組織のみを社会的カテゴリーとして議論を展開している点である。
本来，人間は複雑な社会的カテゴリーと集団に属しており，組織はその一部に
過ぎない。換言すれば，組織の一員であると認知していることが所属する組織
の価値や行動規範を行動に反映させることに必ず結びつくとはいい難いのであ
る。そして最後に，George & Qian（2010）も言及しているように，状況によっ
ては個人と組織の利害（目標）が一致するという仮定は成立しない点である。
その例として，弁護士としての自己利益を優先するかそれとも会社全体の利益
を優先するかという職業と組織をベースとしたアイデンティティ間におけるコ
ンフリクトが挙げられる。
４．コントロールの規定要因とアイデンティティ志向
4. 1.　アイデンティティ志向（identity orientation）
　以上の議論を踏まえ，個人が自己のアイデンティティを確立する際の態度や
傾向を意味するアイデンティティ志向という概念によって，組織のコントロー
ル問題やモチベーション問題の核心にいかに踏み込めるかは興味のあるところ
である。
　有効なコントロールの方法は，状況依存的であり，個人と組織の目標が一致
するか否か，組織に所属するという認知がどれだけ個人に影響を及ぼすか，組
織に所属しているという認知が個人の自己概念もしくはアイデンティティにど
の程度反映されているかによって左右される。こうした状況は，個人の特性や
他者および組織との関係という観点から説明可能である。同じ組織に所属して
いるからといって，すべてのメンバーが組織の目標達成に貢献しようとすると
は限らない。それは人間が自分自身のことを他者との関係や集団との関係から
考える傾向があるかどうかによって決定されるからである（Cooper & Thatcher, 
2010）。
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　3. 1で述べたように，自己概念もしくはアイデンティティは個人的アイデン
ティティと社会的アイデンティティによって構成される。社会的アイデンティ
ティは自己概念の一部であり，そこで重要なのが社会における所属を区分する
社会的カテゴリーである。社会的カテゴリーには他者や集団との関係などが含
まれており，こうした社会的カテゴリーと自己を結びつけるプロセス（アイデ
ンティフィケーション）を通じて人間は自分がどのような存在であるか自己定
義を行い，自己概念を確立していくのである。
　さらに，人間行動の動機と傾向は自己をどう定義づけるかに影響される
（Ashforth et al., 2008）。だが，既存研究では個人か社会かという２側面のみが
議論されており，このような単純な見方では，多様な人間行動のモチベーショ
ンを理解するには限界があると指摘されている（Brewer & Gardner, 1996；
Brickson, 2000; 2005）。
　Brewer & Gardner（1996）は，従来の二分法的（dyadic）関係に対し，人
間はより広い観点から自身を認知するとし，自己表象（self-representation）
を次のような３つのタイプに分類した。すなわち，（1）自身を他者と区別する
特徴，（2）特定の他者との関係における役割，（3）所属する集団の一員であるこ
と，である。自己表象とは他者や社会的集団との関係を通じて内面化された自
己に対するイメージを総称するものである。こうした Brewer & Gardner の
研究は，後に検証が重ねられ（e.g., Gabriel & Gardner, 1999；Kashima & 
Hardie, 2000；Kashima et al., 2001），アイデンティティ志向の研究に拡張され
た。
　周知のように，アイデンティティ志向とは，個人特性をあらわす概念として
人間がアイデンティティを確立する際の傾向または態度のことを意味してお
り，アイデンティフィケーション─個人的アイデンティティと社会的アイデン
ティティを統合していくプロセス，自己と他者を結びつけるプロセス─と深く
関連している。近年のアイデンティティ志向に関する研究は，こうした個人の
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アイデンティティと他者との関係に注目し，そういった他者の存在と他者との
相互作用から個人行動がいかに形成されるかについて論じる傾向がある（e.g. 
Brewer & Gardner, 1996；Brickson, 2000, 2005）。
図表３．自己表象のレベル
分析レベル 自己概念 自己評価の根拠 準拠枠 社会的動機の根拠
個人 個人的 特徴 個人間比較 自己の利益
対人関係 関係的 役割 反映 他者の利益
集団 集団的 集団プロトタイプ 集団間比較 集団の繁栄
出所：Brewer & Gardner, 1996, p. 84
　図表３は Brewer & Gardner（1996）が提示した自己表象のレベルである。
彼女たちは自己表象のレベルを個人，対人関係，集団に分けた上で，そのレベ
ルによって自己概念，自己評価の根拠，準拠枠，社会的動機に差が生じるとし
た。たとえば，個人的な自己概念（個人志向）をもつ人は，自分を他者から独
立したユニークな存在とみなす傾向が強いため，自己の利益追求が行動のモチ
ベーションとなる。一方，関係的な自己概念（関係志向）をもつ人は，他者と
の関係や結びつきを重視している傾向が強いため，特定の他者のための利益追
求が行動のモチベーションとなる。集団的な自己概念（集団志向）をもつ人は，
ある集団のメンバーであること，すなわち特定集団との関係に敏感に反応する
ため，集団の繁栄や成長が行動のモチベーションとなる。
　アイデンティティ志向という観点からすれば，既述のGeorge & Qian（2010）
の IBT は集団志向の人間を前提にしたコントロールの形態であるといえる。
ところが，現実の組織は必ずしもそうした集団志向のメンバーのみで構成され
るわけではない。むしろ，同一組織の中には異なるアイデンティフィケーショ
ンのターゲットと動機（アイデンティティ志向）をもつメンバーが混在してい
ると考えられる。したがって，個々人がどのようなアイデンティティ志向をも
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つかにより，自己形成における社会的影響や人間行動のモチベーションには相
違がみられるのである。
4. 2.　組織的文脈におけるアイデンティティ志向
　Brewer & Gardner（1996）に依拠したアイデンティティ志向研究では，個
人・関係・集団による自己概念の顕在性が人間行動のモチベーション─自己の
利益追求，特定他者の利益追求，集団の繁栄ないしは利益追求─を規定すると
される。この考えをコントロール研究に適用すれば，アイデンティティは有効
な組織コントロールの規定要因となりうると想定される。なぜなら，組織目標
の達成に向けて組織メンバーの行動をコントロールするためには，組織とその
メンバーである個人の利益を調整するプロセスが欠かせないためである
（George & Qian, 2010）。換言すれば，コントロール手段の選択に先立ち，コ
ントロール対象のモチベーションを特定することが有効なコントロールの前提
条件となるのである。
　他方，組織レベルから考えれば，組織的文脈における人間行動のモチベー
ションは別の次元で捉えられる。Hogg & Abrams（1988）と Turner（1982）
によれば，対人関係は個人的アイデンティティと関係し，社会的集団は社会的
アイデンティティと関係する。特に社会的集団は多重的な構造も有しており，
通常，人は同時に複数の集団に属している。そして，組織はその集団の１つで
あると考えられる。社会的アイデンティティの拠り所となる社会的カテゴリー
としての集団は，その集団に所属しようと意図して所属するか否かによって，
大きく１次的集団と２次的集団に分類できる（Cooley, 1909）。１次的集団は，
個人の社会性を形成する基本となる集団であり，家族や地域社会のように集団
としての目標が比較的に不明確である。２次的集団は大学や会社のように当該
個人が選択もしくは意図した上で所属する集団である。
　こうした所属意図の有無もしくは組織のウチとソトという観点に基づけば，
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組織的文脈におけるアイデンティティ志向は図表４のように整理できる。A
社に所属する個人（a）を例として挙げてみよう。A 社の一員である a の１次的
関係は，A 社のソトの対人関係であり，両親，友人，恋人といった関係が考
えられる。一方，a の２次的関係は，A 社のウチの対人関係であり，A 社の一
員であるためにもちうる同僚，上司，部下といった関係が考えられる。したがっ
て，関係志向の人であっても組織のソトから形成された家族，友人，恋人の利
益を優先した行動をとる傾向がある個人は，組織的文脈においては個人志向の
タイプとなる。同様に，集団志向であっても A 社ではなく，国，地域コミュ
ニティといった別の集団の利益を優先する個人も個人志向として分類できる。
4. 3.　アイデンティティ志向による組織コントロール
　これまでの組織コントロール研究では，既述のように、現代組織に要求され
るさまざまなコントロールが提案されてきた。たとえば Perrow（1986）は，
組織論の発展を踏まえ，組織が個人行動に介入する程度を軸に３つの組織コン
トロールの理念型モデル（ideal type of control）を提示した。すなわち，（1）
直接的監督と公式的なルールに基づいた「直接的かつ完全な介入（１次的コン
図表４．組織的文脈におけるアイデンティティ志向
所属意図 関係，集団 例 組織的文脈 アイデンティティ志向
１次的
（組織のソト）
１次的関係 両親，兄弟，友人… 自己の利益
個人志向
１次的集団
家族，地域コミュニ
ティ，国家…
自己の利益
２次的
（組織のウチ）
２次的関係 同僚，上司，部下… 他者の利益 関係志向
２次的集団 会社または組織 集団の利益 集団志向
出典：筆者作成
52 早稲田商学第 437 号
164
トロール）」，（2）分業化と公式化を基盤とする「官僚的かつ部分的介入（２次
的コントロール）」，（3）共有された価値観・規範・仮定による「完全な不介入
（３次的コントロール）」である。そして彼は，組織を取り巻く環境変化により，
従業員の自律的な行動に任せる不介入コントロールの重要性を主張している。
　この点について Martin et al（1998）は，「直接的介入コントロール」と「不
介入コントロール」に大別し，介入戦略を「官僚的コントロール」，不介入戦
略を「規範的コントロール」と名付けた。しかし，Perrow の考えをベースに
すれば，Martin 等の分類は，前者を FC，後者を IC に置き換えて考えること
も可能であり，それぞれの特徴は，その手段が個人的か脱個人的か，あるいは
部分的か全体的かで捉えることが可能である。
　コントーロールには多面性があり，以上のようにいろいろと類型が可能であ
るが，目標・利益の不一致の程度（Ouchi, 1980），行動に対する介入の程度
（Martin et al., 1998），FC に依存する程度（Cardinal et al., 2010）の３つの次
元に上述のアイデンティティ志向概念を絡めて検討してみると，以下のような
関係が想定されるのである。
　すなわち，組織的文脈において個人志向が顕在する人は，伝統的なコント
ロール論で仮定されていた組織の利益に相反する利益をもつ個人である。それ
ゆえ，こうした個人の行動をコントロールするには FC への依存と直接的な介
入の程度が大きくなるであろう。また，関係志向が顕在する人の行動は，同僚
や上司といった組織内他者との関係をもってコントロール可能であり，個人志
向の人よりも相対的に FC への依存と直接的な介入の程度が低くなろう。最後
に，集団志向が顕在する人の行動は，組織の目標・利益との不一致の程度が最
も小さく，直接的な介入がなくても組織目標の達成できるように自律的に行動
する傾向がみられ，FC への依存程度も最も小さくなると思われる。このよう
な関係をあらわしたのが図表５⑴である。
　以上の議論を総括すると，以下に述べるように３つの仮説が提示できよう。
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つまり，個人志向の人は，自己を他者と独立した存在として自己概念を形成し，
自己利益を最も優先する傾向があるため，対人関係や集団所属がもたらしうる
価値共有の程度は低いと考えられる。それゆえ，こうした個人志向の人の行動
は直接的な介入戦略によってコントロールの有効性が高まるだろう。残業を例
として挙げてみると，このようなタイプの人はみずからすすんで与えられた業
務以外をやることはないはずであり，残業代をもらえる場合や，上司から残業
を求める直接的な命令があった場合は残業をするだろうが，そうでなければ，
自己の行動が同僚や組織に被害を与える結果になるとしても残業はしないであ
ろう。したがって，
仮説１： 組織的文脈において，個人志向が顕在化する個人行動は，直接
的監督や公式的なルールなどを用いた FC が有効である。
　他方，関係志向の人は，他者との関係から自己概念を形成し，特定他者の利
益を最も優先する傾向があるため，組織内の対人関係からもたらされる範囲で
図表５．アイデンティティ志向とコントロール
出典：筆者作成
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のみ価値が共有されると考えられる。こうした関係志向の人の行動は，直接的
監督や公式的なルール，そして組織内の特定他者との間で共有された価値や規
範の両方を取り入れた戦略によってコントロールの有効性が高まるだろう。同
じく残業の例を用いると，このタイプの人は残業に伴う金銭的な報酬や上司か
らの直接的な命令がなくても，自分と親しい同僚に何らかのかたちで役立ちた
いという気持ちから残業をするであろう。その反面，残業する必要がないにも
かかわらず，自分と親密である同僚や上司が残業をしているからといって会社
に居残る場合も考えられる。そうした行動は直接的な命令やルールによってコ
ントロールできると思われる。したがって，
仮説２： 組織的文脈において，関係志向が顕在化する個人行動は，直接
的監督や公式的なルールと共有された価値や規範の両方を部分
的に用いた FC と IC が有効である。
　さらに集団志向の人は，集団所属を前提条件とするメンバーシップから自己
概念を形成し，所属集団の利益を最も優先する傾向があるため，組織全体の利
益とメンバー間で共有された価値や規範といった不介入戦略によるコントロー
ルの有効性が高まるだろう。このタイプの人は，社内で残業をするのが当たり
前な雰囲気が形成されているか，自分が残業をすることが会社の目標達成に貢
献すると判断した場合は残業することを選ぶであろう。したがって，
仮説３： 組織的文脈において，集団志向が顕在化する個人行動は，共有
された価値や規範による IC が有効である。
５．おわりに
　これまでの組織コントロール研究では，組織メンバーは組織目標の達成より
も自己の利益に優先する存在とみなされ，コントロールする側のマネジャーの
観点のみで論じられてきた傾向がある。本稿では，このような偏りのある既存
研究の問題点を踏まえ，組織におけるコントロールされる個人を軸に、アイデ
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ンティティ志向概念を手がかりにコントロール対象である組織メンバーの行動
のモチベーションという新たな観点から有効なコントロールのあり方について
検討した。その結果，組織は多様な行動のモチベーションをもつ個人の集合体
であって，個人と組織の関係は個人・関係・集団という３つのアイデンティ
ティ志向によって決定されることが明らかになった。そして，アイデンティ
ティ志向のレベルとコントロールの関係について３つの仮説が提示された。
　こうした仮説から，有効な組織コントロールはコントロールされる対象の特
性に依存するといえる。また，組織と個人の目標不一致という観点からすれば，
個人と組織の目標が一致すればすれほどコントロールの必要性は低くなるとい
う関係が想定されるのである。これは，組織コントロール研究における新たな
視点の必要性を主張するものであり，本稿の理論的インプリケーションを伺わ
せるところである。さらに，有効な組織コントロールを実施する上で，コント
ロールされる側の視点に立つ必要性を説くという点からは，実践的なインプリ
ケーションを得ることができるのである。
　しかし，本稿では，組織目標の達成が部分的に個人の利益につながる可能性
があるにも関わらず，個人と組織の目標が一致したと判断できる基準までは十
分に考慮していない。それと関連して，人間行動のモチベーションを３つに集
約して議論を展開しているという問題点も残されている。
　したがって，今後の残された課題は，第１に，組織的文脈における個人の利
益・他者の利益・組織の利益の相互関係とその構造を明らかにする点，第２に，
FC と IC のメカニズムとして用いられる具体的な手法とアイデンティティ志
向との関係を明らかにする点，第３に，個人と組織の目標・利益が一致した状
況におけるコントロールのあり方と過度な個人と組織の目標・利益の一致が組
織にもたらす弊害について検討する点である。そして最後に，コントロール研
究のさらなる進展を考えると，本稿で提示された仮説に加え，インフォーマ
ル・メカニズムをも含める包括的な実証研究が必要であろう。
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※ 本稿は早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2013B-071）による研究成
果の一部である。
注⑴　図表５では，理論上３つのアイデンティティ志向のどちらかが顕著になるかという観点から不
連続しているように描かれている。だが，現実には個人志向の人でも表面上は関係志向や集団志
向の行動をとることも予想される。その例として，昇進や社内での評判を高めるために上司や同
僚と仲良くしようとする行動，解職され収入がなくなるのを恐れて会社に強い愛着をもち，忠誠
しているように振る舞うことなどが挙げられる。このような問題は個人と組織の目標・利益を精
緻化することで解決されると思われるが，本稿の目的を勘案して今後の課題としたい。
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